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[論文要旨]
「欧州人権条約の下で保障された権利および自由に付加的効果 (furtherefectJを与える」こ



















という「市民的自由 (civillibertiesJ Jの考え方が採られてきたこと 5) はイギリスにおける人
権保障のあり方の固有性・独自性を示すものであろう。このような従来のイギリスの人権保障の
枠組みに一定の変化をもたらしたのが， 1998年人権法 (HurnanRights Act 1998，以下「人権法J
と記す〕の制定である。
1997年，政権に復帰した労働党は，ブレア首相の下で「憲法改革」の実行に着手した。その















6) Home Ofice， Rights Brought Home: The Human Rights Bil (Cm. 3782， 1997)目
7) 1998年人権法に関しては，江島晶子『人権保障の新局面j(日本評論社， 2002年)223頁以下に鮮しい。
8) H. Fenwick， R.Masterman and G. Philipson.“The Human Rights Act in Contemporary Context" in H. Fen-
wick， G.Philipson and R. Masterman (edsふJudicialReasollillg ullder the UK Human Rights Act (Cambridge 































10) S. Grosz， ].Beatson血 dP. Duffy， Human Rights (Sweet & Maxwell， 2000) p.59. 
11) See M. Hunt，‘'The‘Horizontal Effect' of the Human Rights Act" [1981 P.L. 423. 
12) C. M. Donnelly， Delegati・on01 Governmental PowerωPrivate Parties (Oxford University Press， 2007) p.246. 
13) 本稿に関連する先行研究として，北島周作「行政法における主体・活動・規範(六・完)J国家学会雑誌、122
巻1 口 12号 (2009年)1466貰以下，榊原秀司1rイギリスにおける行政サーピス提供主体の多様化に伴う基
本理念の変容と法的対応」南山法学33巻3= 4号 (2010年)147頁以下。前者は本稿の執筆に際して大いに
参考にさせていただいた文献であり，後者は本稿に関連する人権合同委員会報告書の検討を行うものである。
























public authority，すなわち〔人権法〕第 6条3項に関係なく第 6条の範囲内にある機関J21)で
ある。「人権法の下で，この性質の団体は，自身がなすすべてにおいて条約上の権利と適合する
15) Hansard. HL Vol.583 col.808 (November 24. 1997) 
16) Hansard. HC Vol.314 col.406 Oune 17. 1998). 
17) P. Cane.“Church. State and Human Rights: Are Parish Councils Public Authorities?" (2004) 120 L.Q.R. 41. p.45. 
18) R. Clayton and B. Tomlinson. The Law 01 Human Rights (2nd ed. Oxford University Press， 2009) p.232. 
19) 対照的に.2000年情報自由法では，情報請求の対象となる「公的機関 (publicauthority) Jが別表に掲げられ
ている CFreedomof Information Act 2000， s.3and Sch.l)。
20) R. (，ω1 the aPPlication 01 Quark Fishing Ltd)むSecretaη 01State lor Foreign and Commonwealth Affairs (No.2) 
[2005] UKHL 57: [2006] 1 A.C. 529 at [85] (Lord Hope). 
2J) Aston Cantlow and Wilmcote with Billesley Parochial Church Council v Wallbank [2003] UKHL 37; [2004] 1 
A.c. 546 at [8] (Lord Nicholls). See H. Woolf， ].Jowell. A. Le Sueur， C.Donnelly and I.Hare. De Smith's Judi. 
cial Review (7th ed. Sweet & Maxwell， 2013) p.151. 
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ように行為することが命じられるJ22)。また，欧州人権条約 34条(および人権法7条7項)の




地方政府，警察」等が挙げられているお)。また，判例上， core public authorityに該当する「最
も明らかな例は，政府部局 (governmentdepartments) ，地方公共団体，警察および軍隊である」
とされているお)。
では， core public authorityか否かの判断はどのようにしてなされるのであろうか? この点
につき貴族院が判断を行ったのがAstonCantlow判決であり，イギリス国教会の再建・修理を











に着目している 30)。上記から. Aston Cantlow判決においては. core public authorityか否かの






24) Asto河 Ca河tlow.sutra note 21. at [8J (Lord Nicholls)， See ibid， at [47J (Lord Hope) ; at[87] (Lord Hobhouse) 
25) Home Office. supra note 6. at [2.2]. 
26) Asto舟 Cantlow.su戸ranote 21. at [7J (Lord NichoIls). Se邑 YLv Birmingham City Cou月cil[2007] UKHL 27; 
[2008J 1 A.c. 95 at [91J (Lord Mance)， 
幻) Aston Cantlow. supra note 21. at [7] (Lord Nicholls); at [47] (Lord Hope) 
28) J Beatson， S， Grosz. T， Hickman and R. Singh. Human Rights (Sweet & Maxw巴1.2008) p.343目
29) Aston Cantlow， sutra note 21， at [7J (Lord Nicholls) 







には問題があり， core public authorityか否かの判断手法としては， ["ハードエッジな事実基準










職務の聞の区別をする必要はないJ34)。しかし， hybrid public authorityの議論においては，
core public authority自身が担ってきたサービスの提供を民問委託した CcontractoutJ場合に，
受託者たる私的団体の履行する当該職務の性質が問題となる。その限りにおいて， (core public 
authorityの職務がすべて「公的性質を有する職務J(人権法6条3項b)であるか〉については
議論の余地がある。




31) P. Cane，“Accountability and the Public/Private Distinction" in N. Bamforth and P. Leyland (edsふPublic
Law in a Multi-Layered Constitution (Hart Publishing， 2003) p.252. 
32) Ibid. p.254. 
3) YL， sutra note 26， at[130] (Lord Neuberger). 
34) Ibid. at [131] (Lord Neuberger). 
35) Hansard， HL Vol.583 col.81l (November 24， 197). 
36) Hansard， HC Vol.314 col.4090une 17， 198). 
37) See e.g.， Aston Cantlow， sutra note 21， at[41] (Lord Hope). 











人権法の解釈として，この見解は一定の説得力を有するものである。結論としては， I core pub-
lic authorityの職務を『公的性質を有するJとみなすことは……誤導的なものであるJという評








方政府の機関や警察といったものが挙げられる。 Corepublic authority は，自身のなすすべての
行為が条約上の権利に適合するように義務づけられ，自身で条約上の権利を享受し得ないとされ
る。
Core public authorityか否かの判断において， Aston Cantlow判決は，主として「政府的
(governmentaIJ J性質に焦点を合わせるものであった。だが，判断手法として， I組織の性質」
に着目する institutionalなもの (LordNicholls . Lord Hope)と， I組織の全体的な職務の性質」
に着目する functionalなもの (LordHobhouse・LordRodger)が併存した。①人権法6条3項
bに関わりなく第6条の範囲内にあるとされる corepublic authorityの判断において functional
な要素を重点的に考慮する根拠は乏しいこと，②伝統的な「国家」のカテゴリーに属しない団体
を条約上の権利を一切享受し得ないcorepublic authorityとすることには問題があることを鑑み
39) D. Oliver，“Functions of a Public Nature under the Human Rights Act" [204] P.L. 329， p.38. 
40) YL， supra note 26， at[141] (Lord Neuberger)目
41) S巴eJ. McJean，“Public Function Tests: Bringing Back the State" in D. Dyzenhaus， M.Hunt and G. Huscroft 
(eds.)， A Simple Common Lawyeァ(HartPublishing， 2009) p.l96. 
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れば，従来の「国家」概念を前提とする institu tionalな判断手法が正当であろう。また， Lord 
Nichollsの提示する具体的な判断要素は注目に値する。とりわけ「民主的アカウンタピリテイ




の行為のすべてについて拘束され， したがって corepublic authorityの私的行為・職務と公的行
為・職務の聞の区別をする必要はないJ44)。しかし， hybrid public authorityの議論においては，
core public authority自身が担ってきたサービスの提供を民間委託した場合に.受託者たる私的
団体の履行する当該職務の性質が問題となる。その限りにおいて， (core public authorityの職
務がすべて「公的性質を有する職務J(人権法6条3項b)であるか〉については識論の余地が
ある。この点につき，人権法制定の際の内務大臣の説明や貴族院判決・学説の一部では， (core 










(hollowing out) J 46)とも表現されている。公的セクターの縮小および民間セクターの拡大によっ
てもたらされ得る問題としては，国家が担ってきた一定の職務を履行する私的団体による「人権
侵害」が挙げられる。 1998年に制定された人権法は，第6条3項bで「一定のその職務が公的
性質を有する職務である者」も「公的機関」に含まれると規定し， core public authorityに該当
しないが「公的性質を有する職務」と「それ以外の(私的)職務」の両者を行う“hybridpublic 
authority"をその適用対象とした。当該規定は，私人による「人権侵害」の問題に対する一定の
42) K. Markus，“What is Public Power: The Courts' Approach to the Public Authority Definition Under the 
Human Rights Act" in ]. J owell and ]. C冶oper(eds.)， Delivering Rights (Hart Publishing， 2003) p.81. 
43) See D. Oliver，“The Frontiers of the State: Public Authorities and Public Functions under the Human Rights 
Act" [200] P.L. 476， p.483. 
44) YL， supra note 26， at[131] (Lord Neuberger). 










る48)。以下では，控訴院判決 (PoplarHousing判決， Leonard Cheshire判決)および貴族院判










Lord Woolf首席裁判官は， hybrid public authorityに関連する問題には「緩やかな解釈 (gen-







46) R. A. W. Rhodes，“The Hollowing Out of the State: The Changing Nature of th巴PublicService in Britain" 
(194) 65 Pol. Q. 138. 
47) K. D. Ewing，“The Human Rights Act and Parliamentary Democracy" (199) 62 M.L.R. 79， p.90. 
48) Cane. supra note 31. p.254. 
49) Poplar Housing and Regeneration Community Association Ltd v Donoghue [201) EWCA Civ 595; [202) Q.B. 

















た。この判断手法は，学説上. ["institutional幽 relationalアプローチ」日)または「融合 (assimila司
tion)ないし閑迎性 [nexus)に基づくテスト」日)と称されている。






51) Ibid. at [65].ただし.ここでは「職務」と「行為」の区別が|鍵味となっている。
52) Ibid. at [6]. 
53) Landau. supra note 38. pp.632-633 
51) C. M. Donnelly.“Leonard Cheshire Again and Beyond: Private Contractors. Contract and section 6(3)(b) of 
the Human Rights Act" [2005] P.L. 785. p.801. 





判所のアプローチは.1986年のDatafin判決 (R.v Panel on Take-overs and Mergers Ex p. Datafin Plc [1987] 
Q.B.815)において r権力の淵源、 Csourceof the power刊テストJから r職務の性質 Cnatureof the func-
tion)~ テスト」へと変容を遂げたと理解されている (see M. Hunt.“Constitutionalism and the 
Contractualisation of Government in the United Kingdom" in M. Taggart (ed目).The Province 01 Administra-
tive Law (Hart Publishing. 1997) p目29)0 Datafin判決以後に裁判所によって展開されたアプローチは民事訴訟
- 110一
(3) Leonard Cheshire判決(控訴院)
Leonard Cheshire判決の事案は， 1948年国民扶助法 (NationalAssistance Act 1948)の下で
一定の住宅提供またはその手配等の義務を負う地方公共団体との契約に基づいて障害者に住宅提
供をしている LeonardCheshire Foundation = LCFがケア・ホームの閉所決定を行ったのに対
し居住者が人権法を通じて適用される欧州、|人権条約8条の権利(私生活および、家族生活が尊重
される権利)を主損したというものである。





















tions of a public nature) J (第6条3項b)という用詩は類似しているが，両者の内幸子は同ーのものではない
ことに注意すべきであるいωYL，supra note 26， at[12] (Lord Bingham))。なお， Datafin判決を含むイギリ
スにおける司法審査の対象範囲の議論については，岡村周一「イギリスにおける司法審査申請の排他性(六)
一一「公法Jと「私法」のー側面一一」法学論叢127巻3号 (1990年)1頁以下，北島周作「行政法における
主体・活動・規範(三)・(四)・(五)J国家学会雑誌12巻5= 6号 (2009年)683買以下・同122巻7= 8 
号 (2009年)907頁以下・同 12巻9= 10号 (2009年)1162頁以下，に詳しいo




示唆している 59)。したがって， Lord Woolfは「職務に対する公的な資金提供」を「公的性質を
有する職務」であるか否かの判断にとって決定的な要素とみなすことも否定せざるを得なかっ
























においては， Poplar Housing判決に一切言及せず， r履行される職務の性質Jへの着目を支持す
59) See ibid. at [25]. 
ω) Aston Cantlow， supra note 21， at[12] and [16]. 
61) Ibid. at [41]. 
62) Ibid. at [64]. 

























































同じく少数意見を構成する BaronessHale は， I職務を履行する団体の性質よりも，履行され
る職務の性質こそが〔人権法〕第6条3項bの下では重要であるというのが共通基盤である」
と判示した上で69)，I公的性質を有する職務Jの判断要素として，①職務の履行を確保する国家
の寅務の存在70) ②職務内容の公益性71) ③職務に対する公的な資金提供72) ④職務が制定法
上の強制力の行使を伴うものであること 73) ⑤職務と欧州人権条約に示されている基本的価値
65) Ibid. at [261. [27]， [30] and [31]. 
66) Ibid. at [15]. 
67) Ibid. at [17]. 
飽) Ibid. at [18]. 
69) Ibid. at [61]. 
70) Ibid. at [6]. 
7!l Ibid. at [67]. 
72) Ibid. at [68]. 
























張する。たとえば，上記の控訴院判決では， Lord Woolf首席裁判官が， Iそうでなければ公的団
体が履行義務を負ったであろう活動をある団体が行っているという事実は，同ーの活動が私的な
サーピス提供者によって引き受けられるときにそのような実行が必然的に公的職務であることを
意味し得ない」という「大前提 [majorpremise) Jを定立している 81)。しかし， I原理の問題と
74) lbid. at [71]. 
75) Landau. supra note 38. p.636. 
76) YL， su.ρra note 26. at [70]. See ibid. at [16]-[167] (Lord Neuberger). 
7) WooJf， joweJ. Sueur， DonneJJy and Hare. supra note 21， p.15. 
78) 両者はそれぞれの見解の代表的論者とされており(巴g.DonneJJy， sゆranote 54. p.80).北島・前掲注13)
1472頁以下でも両者の見解が紹介・分析されている。
79) P. Craig， Administrative Law (7th ed.， Sweet & MaxweJJ. 2012) p.608. 





core public authorityが選択するかに応じた偶発的な発生 Oncidence)に依存するのは……正当
ではあり得ないJ83)のであって，民問委託の前後で当該職務の性質は変化せず.民間委託によっ
て履行される職務は「公的性質を有する職務」とされるべきものとなる。
これに対して， まず. Oliverは. i地方公共団体の対処する人々に対する人権法上の義務は自
身の行うことが公的ないし私的な性質を有する職務であるかによって決まるものではない以上，
ある職務が公的なa性質を有するか私的な性質を有するかの分類がどうして職務の性質ではなく














81) P. Craig.“Contracting out. the Human Rights Act and the Scope of Judicial Review" (2002) 118 L.Q.R. 551. 
p.56. 
82) Ibid. 
83) Craig. supra note 79. p.608. 
84) Oliver. supra note 39， p.331. 
85) Ibid. p.340. 
86) Ibid. p.30.この内容は，R (on the a.ρ，plication 01 A) v Partnerships in Care Ltd [2002] EWHC 529 (Admin); 
[202] 1 W.L.R. 2610およびR(on the aPPlication 01 Beer (trading as Hammer Trout Farm)) v Hampshire 
Farmers MarkeぉLtd[2003] EWCA Civ 1056; [2004] 1 W.L.R. 233において採用されたアプローチから影響を
受けている。 Ibid.pp.336-337. 
87) See ibid. p.345. 
88) Oliver， supra note 43， p.47. 




まず， hybrid public authorityか否かの判断の中核をなす「公的性質を有する職務」であるか



















90) D. Oliver，“What， IfAny， Public-Private Divides Exist in English Law" in M. Ruffert (ed.)， The Public-Private 
Law Divide (BIICL， 2009) p.l6. 
91) Landau. supra note 38. p.636. 
92) A. Wi1liams.“Public authorities: what is a hybrid public authority under the HRA?" in D. Hoffman (edふThe
lmpact 01 the UK Human Rights Act on Private Law (Cambridge University Press， 2011) pp.51・52.
93) なお，人権法6条3項bの解釈において，③国家が条約上の権利を保護する積極的義務を負う者に対する他
者による権利侵害(国家の積極的義務違反)および①国家権限の委譲という 2つのカテゴリーの欧州人権裁判
所の判例が関連するとの見解がある (YL，supra note 26， at[92] (Lord Mance))。しかし，③に関しては，た
とえば刑務所で同房者を殺害した者がpublicauthorityとなるかは問題とならず(H.Quane. "The Strasbourg 
Jurisprudence and the Meaning of a 'Public Authority' under the Human Rights Act" [20061 P.L. 106. p.108) ， 
どとまで人権法の解釈指針たり得るかには疑問がある。①に関しでも，条約の性質上institutionalな要素を考
慮するものであり， r履行される職務の性質」に焦点を合わせる人権法の解釈指針としての有用性には疑問が
呈されている (seeA. Williams，“YL v Birmingham CiかCouncil:Contracting out and “functions of a public 






























94) Oliver. supra note 39. p.30. 
95) lbid. p.39. 
96) S. Palmer，“Public functions and private services: A gap in human rights protection" (2008) 6 I.J.C.L. 585， p.587. 
97) 北島・前掲注13)1479頁。









の重要性は依然として高いと考えられ， (i)人権法によって corepublic authorityのすべての、





る事項は「立法問題」であるとしている 103)。そして YL判決の後に制定された 2008年保健お












l∞)浦田一郎「判批」高橋和之 z長谷部恭男=石川健治編『憲法判例百選I (第5版H(有斐閑， 20昨年)380・
381頁参照。
101)高橋和之『立憲主義と日本国憲法〔第3版)j(有斐閣， 20日年)109-110頁。併せて，松井茂記『日本国憲法〔第
3版)j (有斐閣， 2007年)58頁.塩野宏『行政法 I(第5版補訂版)j (有斐閣， 2013年)32頁，参照。
102)小倉顕「判解」最高裁判所判例解説民事篇平成元年度(1991年)220頁。
103) YL， supra note 26， at[152]. 
104) Lord Pannick， "Functions of a Public Natuぱ， [2009] J.R. 109. p.l10. 
105) D. Oliver，“Human Rights and the Privat巴Sphere"(2008) 1 UCL Hum. Rts. Rev. 8， p.l4 
106)詳細は，拙稿「ステイト・アクション概念の源流一一CivilRights Casesを中心とした一考察一一J法学研究
論集40号 (2014年)99頁以下参照。
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いることが理解されよう。私人聞において人権を実効的に保障する方法のーっとして提示される
「立法による方法」聞は，金ィミ立憲主義の「本来の論理」から導かれるとされているが叫、、
憲主義の母国」同様に現在の我が固においても活用される余地があると考えられる。
なお.Oliverの提示するコモン・ローの発展による私人聞の人権保障にも関連する，イギリス
における r(裁判所が「公的機関」に含まれることによって生じ得る)水平的効力」の問題につ
いては，今後，別稿で詳しく論じることとしたい。
107)芦都信喜「私人聞における人権の保障J同編『愈法IU(有斐閣.1978年)45頁。
108)高橋・前掲注101)101・103頁参照。
- 120-
